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研究成果の概要（和文）：本研究は、「経済と安全保障の交錯」と題し、なぜ東アジアには、高度の経済的相互依存と
安全保障上のリスクが同時に存在するのであろうかという問いに対して、理論的かつ歴史的な解明を試みるプロジェク
トであった。研究の成果は膨大なものであり、簡潔に要約することは難しいが、あえて単純化していえば、近年に関し
ていえば、やはり安全保障上のリスクが確実に同地域の経済的相互依存に影響を与えていることがわかった。

研究成果の概要（英文）：This research project, entitled “The Economy-Security Nexus”, was conducted 
with the aim of clarifying why high economic interdependence and high security risks coexist in East Asia 
from theoretical and historical perspectives. The results of the research are numerous and hard to 
summarize in a short space, but to put it succinctly, security risks are certainly affecting economic 
interdependence in the region in recent years.

研究分野： 国際政治経済論
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１． 研究開始当初の背景 
本研究が開始されたのは、2013 年 4 月であ
るが、構想されたのは、それにさかのぼる
2012 年秋のことである。当時は、日本政府が
尖閣諸島を国有化したのに対し、中国がそれ
に反発をしていた。その後、中国の船舶が、
尖閣諸島接続海域に頻繁に侵入するように
もなり、一触即発の状態にあった。しかし同
時に 2012 年、日本からの対中直接投資は過
去最高を記録していた。これは一例であるが
東アジア地域では、高度の経済的相互依存が
存在しているが、それにもかかわらず、安全
保障上のきわめて高いリスクも存在する。こ
れが本研究の着想の発端であった。なぜこの
２つの現象が同時に可能なのであろうか。こ
れは国際関係理論にとっては一つのパズル
である。なぜならば、安全保障上のリスクの
高いところでは、経済的相互依存は低い水準
にとどまるはずであるというのはリアリズ
ムの理論の予測するところであり、逆に、経
済的相互依存が高ければ、国家間の友好が促
進され、安全保障上のリスクは低減するはず
であるというのがリベラル理論の予測する
ところだからである。 
 
２．研究の目的 
上記のように、本研究の目的は東アジアに
おいてなぜ高度の経済的相互依存と、深刻な
安全保障上のリスクが同時に存在するのか
という問いに、理論的かつ歴史的な答えを出
すことを目的としていた。その方法について
は下記に記す。 
 
３． 研究の方法 
(1) 理論的方法 
理論的には、まず既存の理論では、安全保障
上のリスクと、経済相互依存の間の関係につ
いて何が通説となっているかを確認する必
要がある。この問題について集中的に手分け
して文献の読み込みを行った。これにより、
戦争と経済相互依存との関係についてはか
なりの量の先行研究がある一方で、もう少し
低いレベルの安全保障上の緊張関係と経済
相互依存の間の関係については、まださほど
研究の蓄積がないことがわかった。したがっ
て、その面でも本研究の貢献は大きいものと
なりうるとの確信を得た。 
(2) 計量的方法 
もう１つの接近方法は計量的方法である。特
に経済的相互依存については、さまざまな指
標が考えられるうえ、どれを見るかにより、
本研究の問いに対する答えも変わってくる
ことになる。試行錯誤の上、東アジアの相互
依存を見る上では、貿易結合度指数（Trade 
intensity index）と、それを直接投資およ
び旅客数に応用した指数が適当であるとい
う結論に達した。そして、これと、MIDS デー
タにより計測された東アジア地域における
安全保障上の紛争（武力を伴うものと伴わな
いものの両者がふくまれる）との相互の関係

をパネルデータにして解析した。 
(3) 歴史的方法 
歴史的方法としては、過去の東アジア地域国
際システムのなかでどの程度経済的相互依
存および安全保障上の問題が存在したかを
調べるのが本来の方法であるが、それには相
当量のデータおよび文献の渉猟が必要とな
る。したがって、その代替として、これらに
ついて、過去の思想家がどのようにとらえて
いたか、その理論を分析するという手法をと
った。 
 
４． 研究成果 
(1) 理論的研究の成果 
残念ながら、理論的研究の成果としては、ま
とまった成果が公刊はされていない。しかし、
研究代表者が 2017 年刊行を目指している英
文の研究叢書の理論編では、以下のような仮
説が提示される予定である。まず、リアリズ
ムとリベラリズムの対比では、やはり圧倒的
にリアリスト的な効果が大きい。つまり、安
全保障上のリスクは外生要因である。あるい
は国際政治のアナーキー的特徴から、必然に
生み出されるといってもよい。そして、経済
相互依存はその影響を受ける。しかし、上記
のリアリスト的ベクトルに逆行する要素も
存在する。１つは、国家による意図的な相互
依存の操作である。たとえば、これまで敵視
していた国との友好を築くため、あえて、そ
の国との相互依存を高めるという政策がと
られることがある。例えば、日中国交回復後
の対中 ODA の供与などはその一例である。２
つめは、市場メカニズムである。市場アクタ
ーは価格のシグナルに敏感に反応する。した
がって、国家がどのような政策をとろうとも、
価格につられて、市場はそちらの方向に向か
うことがある。３つめは距離である。いかに
グローバル化の時代といえども、こと製造業
に関する限り、運輸コストは経済的決定に大
きな影響を与える。日本、韓国、中国沿海部
が海をはさんで近距離にあることは物品貿
易上大きな影響を与える。他方、近距離であ
ることは安全保障上負に働くことが多い。こ
のように、リアリスト的論理、リベラル的論
理（友好操作、市場メカニズム）、距離の３
つの相互作用により、東アジアには複雑な国
際関係が現出するのである。 
(2) 計量的分析の成果  
すでにふれたように、本研究では、東アジア
（なお、米国も含む）の経済的相互依存を、
貿易結合度指数を応用して、貿易、直接投資
および人の流れの３つに対して計測した。こ
の計測結果は、下記の HP にすべて公開され
ている。また安全保障リスクについては、
MIDS のデータの東アジアの dyad（二カ国の
組み合わせ）について抽出した。そして、パ
ネルデータを組み立て、紛争から経済相互依
存、逆に経済相互依存から紛争への因果関係
を特定しようとしたが、一部には効果がみら
れるものの、全体としては頑健な結果は得ら



れなかった。したがって、この成果は論文の
形では発表されていない。しかし、上記の貿
易結合指数による相互依存の記述的データ
の推移からでも多くのことがわかる。例えば、
絶対量における貿易や投資はいまだ高い水
準にあるものの、日中、日米、米中のいずれ
の dyad についても、結合度は近年低下傾向
にあることが認められた。 
(3) 歴史的研究の結果 
歴史的研究は、上記にも記載した通り、かな
りの作業量を必要とし、一朝一夕に完結する
ものではない。しかし、本研究では、時期を
限定し、かつその時代の国際思想に着目して
研究範囲を限定したことにより、最もまとま
った研究成果を出すことができた。この成果
は『レヴァイアサン』の 2016 年春号として
刊行された。例えば、研究分担者の平野は近
年の中国の外交思想を概観した。中国の平和
的台頭の思想は、中国の経済的台頭（それは
経済相互依存を前提とする）は平和的に行わ
れる（つまり、安全保障上リスクを増大させ
ない）ことを示唆している。しかし、それは、
時限的なものであり、いずれ他国を圧倒する
中国の姿を予感させる。また研究分担者の苅
部は戦後日本の国連中心主義の淵源につい
て考察した。国連中心主義は、安全保障を国
連にまかせ、日本は貿易立国（経済相互依存
の国）として生き残りを図る戦略である。こ
れについては当初から批判が強かったが、時
代の背景からすれば、ごく自然だったこと、
また外務省内ではもっと現実主義的な国連
中心主義が存在したことなどを明らかにし
た。 
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